
福祉サービス運営適正化委員会 事業報告 

（令和７年度） 

福祉サービス運営適正化委員会 

 （ ） 



 
はじめに 

 

 

 

令和７年５月、厚生労働省は、身近に頼れる身寄りがいない高齢者等への対応を論点の

一つとした「地域共生社会の在り方検討会議」の中間とりまとめを公表しました。同年

12月には、社会保障審議会福祉部会報告書を公表し、「福祉サービス利用援助事業」を拡

充・発展し、頼れる身寄りがいない高齢者等への入院入所、死後事務等の支援も行う「新

たな事業」の創設が提起されました。これらの提起を受け、令和８年６月には、この事業

を第二種社会福祉事業として位置付けることも含む、社会福祉法の一部改正が成立しまし

た。 

当委員会では、都道府県社協が行う福祉サービス利用援助事業である地域福祉権利擁護

事業（国の事業名称は「日常生活自立支援事業」）の適正な運営を確保する利用援助事業

合議体にとって、また、原則的に第二種社会福祉事業の苦情対応を行う苦情解決合議体に

とっても、大きな影響があることから、引き続き、国の議論や東京都の動向を注視し、対

応について協議を行っております。 

今回の改正においては、質の高い福祉サービスの確保と社会福祉事業等の安定した経営

基盤の確立の実現に向けて、地域の実情に応じた包括的な支援体制の拡充、福祉人材の安

定的な確保及び定着支援、支援基盤の強化等について、措置を講じています。人口減少社

会となっている日本において雇用の課題は大きく、とりわけ社会福祉分野で働く人材の不

足は顕著な状況が続いています。厳しい事業運営の中においても、いかに当事者の自己決

定・自己実現や地域での暮らしを支え、丁寧で質の高いサービスを提供し続けられるかが、

各施設・事業者にはより一層求められています。 

当委員会では、令和７年度も、地域福祉権利擁護事業の実施状況の把握と課題提起に努

めるとともに、区市町村の苦情対応機関との連携のもと、多くの苦情案件の解決に取り組

んできました。利用援助事業合議体では、区市町村社会福祉協議会などの地域福祉権利擁

護事業の実施機関及び東京都社会福祉協議会の 10 か所の現地調査を実施し、利用者への

支援の充実と事故防止の観点から、支援・運営両面の問題点の改善に向けて課題提起を行

いました。また、苦情解決合議体では、800件超の苦情等の相談に応じ、41件について審

議し、具体的な解決に向けて調査や改善申入れ等を行いました。 

社会の動向や当委員会でのこれまでの取組みをふまえながら、今後も、区市町村の苦情

対応と権利擁護に関係する諸機関と協力、連携して取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

末尾になりましたが、関係機関、関係者の皆様方の、この一年間のご理解とご協力に深

く感謝申し上げます。 

 

 

 

 

  福祉サービス運営適正化委員会 委員長                                                       

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 運営適正化委員会（本委員会 他） 



 

１ 福祉サービス運営適正化委員会 委員候補者選考委員会 

 

 

２ 福祉サービス運営適正化委員会 （本委員会） 

 

事項 日時 会場 主な内容等 

a 委員会の開催 
R7.7.22 

14:00～14:30 

オンライン

会議 

 

(ｱ) 令和６年度事業報告について 

(ｲ) 令和７年度事業計画について 

 

b 東京都福祉局

との意見交換

会の開催 

R7.7.22 

14:30～15:00 

オンライン

会議 

(ｱ) 福祉サービス総合支援事業、苦情対

応事業の実施状況について（東京都

より資料提供） 

 



Ⅱ 利用援助事業合議体  



一年をふりかえって 
 

利用援助事業合議体 委員長  

 

東京都における地域福祉権利擁護事業の令和７年度末の相談件数は 246,142 件、契約中件数

は4,397件であり、いずれも昨年度より増加しています。契約中の方は、「認知症高齢者」（53.7％）

が最も多く、次いで「精神障害者」（24.3％）、「知的障害者」（12.4％）、「その他」（9.6％）と、

近年の傾向の通り、７年度においても契約者に占める認知症高齢者の割合が減少する一方、精

神・知的障害者の割合が徐々に増加している状況です。 

当委員会では、令和７年度、実施機関９か所および東京都社会福祉協議会（以下、東社協）

地域福祉部を対象に、現地調査を実施しました。結果のあらましは、本資料内に掲載しており

ます。全体的に、各機関とも利用者の権利擁護や意思決定支援を意識し、熱心できめ細かな支

援を行っており、事務の管理面についても概ね適切に実施されていたものと評価できます。 

そのような中でも、特に、支援計画に位置付けられたモニタリングの確実な実施、日常的金

銭管理サービスや書類等預かりサービスで取り扱う通帳等の管理・取扱いの改善と徹底、安定

的に複数体制での支援を構築するための人材確保と資質向上の取組みを推進いただくことにつ

いて、各機関が引き続き十分ご留意くださいますよう、お願いいたします。                   

これらの課題は、事業に対する社会的な信頼を維持し、利用者の権利擁護を推進するための

重要な事項と考えます。あわせて各実施機関におかれましては、東社協との連携・協働体制を

強化しつつ、市民・利用者から信頼される実施体制の確立と質の高いサービスの実現をめざし、

引き続きご尽力くださいますようお願いいたします。 

 

なお、国においては、令和８年６月 19日に社会福祉法が改正されました。身近に頼れる身寄

りのいない高齢者等の増加を背景に、「福祉サービス利用援助事業」を拡充・発展させ、これま

での福祉サービスの利用援助に伴う日常生活支援に加え、入院・入所の手続き支援や死後事務

を事業内容として実施するとともに、利用者の一定割合以上が無料又は低額で利用できる無料

低額事業として、第二種社会福祉事業に位置づけられることとなりました。公布後２年以内の

施行が予定されており、東社協が実施する地域福祉権利擁護事業（国における事業名称は「日

常生活自立支援事業」）の事業内容への大きな影響が見込まれます。また、地域福祉権利擁護事

業と深い関係のある成年後見制度についても、民法（成年後見等関係）等の改正が国会におい

て成立しました。現行の後見・保佐・補助の三類型を補助に一元化するほか、制度利用に至っ

た具体的な課題が解決し、保護の必要がなくなった場合に終了することができる制度となるな

どの大きな改正が図られ、地域福祉権利擁護事業との関わり方にも変化があることが想定され

ています。 

また東京では、地域福祉権利擁護事業の実施機関の多くが、地域における住民の権利擁護支

援や成年後見制度の利用推進を担う「中核機関」の役割を区市町村から受託しています。社会

福祉法改正により、国においても中核機関が「地域権利擁護相談支援センター」として法定化

され、地域福祉権利擁護事業と成年後見制度との連携や一体的支援という視点にとどまらず、

専門職団体や関係機関との協力連携のもとで、地域における住民の幅広い権利擁護支援を行う

役割を果たしていくことが求められています。 

当委員会では、地域福祉権利擁護事業等がこれまでと大きく事業の形やあり方を変える方向

性の中で、今後、具体的にどのような事業設計となっていくかを注視し、関係各所と連携、協

議していく必要があると考えています。区市町村・東京都・国におかれましても、本事業の安

定的な運営体制の確立のため、今後も引き続きのご理解とご支援をお願いいたします。 



 

１ 東京における地域福祉権利擁護事業の実施体制 

                                 令和８年３月末現在 
 

実施形態 実施機関 

区市町村単位で実施 

（61社協、1福祉公社） 

千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、

江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野区、

杉並区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、    

葛飾区、江戸川区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、    

青梅市、府中市、昭島市、調布市、町田市、小金井市、小平市、

日野市、東村山市、国分寺市、国立市、福生市、狛江市、     

東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、多摩市、稲城市、

羽村市、あきる野市、西東京市、瑞穂町、日の出町、檜原村、

奥多摩町、大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵

島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村 

 

＊原則として各区市町村の社会福祉協議会が実施。 

武蔵野市は福祉公社が実施。 

                                   計 62団体で実施 

 

 

〔専門員･生活支援員数〕 ※令和８年３月末現在 

 

 専 門 員 数 
生活支援員数 

 国庫補助 区市町村 社協独自 その他 合 計 

人 数 146人 128人 22人 0人 296人 1,522人 

 

〔対象者別 相談件数〕                           （単位：件） 

 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

実施地区 62 62 62 62 62 62 62 

相談等計（①＋②） 207,352 214,123 228,314 235,185 227,542 245,863 246,142 

①
本
事
業
に 

関
す
る
も
の 

認知症高齢者 121,164 123,561 128,311 121,164 122,017 130,875 131,224 

知的障害者 22,013 24,996 25,616 22,013 26,220 28,654 28,845 

精神障害者 50,935 54,647 55,563 50,935 56,766 59,307 60,714 

不明・その他 14,416 16,229 17,303 14,416 14,355 17,157 16,415 

②その他 7,073 5,595 8,881 8,392 8,184 9,639 8,944 

  

 

 



 

〔各年度末における契約中件数〕                          （単位：件） 

 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

 
R6年度 

 
R7年度 

累計 
のべ契約件数 
(H11年10月～) 

認知症高齢者 
2,226 

(58.0%) 

2,302 

(57.9%) 

2,332 

(56.6%) 

2,418 

(56.4%) 

2,327 

(55.0%) 

2,339 

(54.4%) 

2,360 

（53.7%） 

22,823  

(67.1%) 

知 的 障 害 者 
419 

(10.9) 

444 

(11.2%) 

478 

(11.6%) 

488 

(11.4%) 

504 

(11.9%) 

521 

(12.1%) 

544 

（12.4%） 

2,777  

(8.2%) 

精 神 障 害 者 
878 

(22.9%) 

890 

(22.4%) 

966 

(23.4%) 

1,004 

(23.4%) 

1,005 

(23.8%) 

1,025 

(23.8%) 

1,070 

（24.3%） 

5,930  

(17.4%) 

そ の 他 
315 

(8.2%) 

340 

(8.5%) 

347 

(8.4%) 

380 

(8.9%) 

392 

(9.3%) 

415 

(9.7%) 

423 

（9.6%） 

2,501  

(7.3%) 

合 計 
3,838 

(100%) 

3,976 

(100%) 

4,123 

(100%) 

4,290 

(100%) 

4,228 

(100%) 

4,300 

(100%) 

4,397 

(100%) 

34,031  

(100%) 

 

 

〔令和７年度における相談･契約件数〕              （単位：件） 

 相談件数 
新規契約 
件数 

終了･解約
件数 

契約中 
件数 

契約準備 
件数 

認知症高齢者 131,224 811 788 2,360 312 

知 的 障 害 者 28,845 71 51  544 54 

精 神 障 害 者 60,714 190 149  1,070 89 

そ の 他 25,359 87 80 423 51 

合 計 246,142 1,159 1,068 4,397 506 

  

※相談件数の合計は、その他問合せ件数を含む合計値。



 

２ 利用援助事業合議体の開催状況 

 

ア 合議体の開催 
  

日時 会場 主な内容等 

R7.7.22 

15:00～ 

16:00 

オンライン (ｱ) 地域福祉権利擁護事業の動向について 

(ｲ) 令和７年度現地調査の実施方針について                    

R7.12.15 

16:00～ 

18:00 

オンライン (ｱ) 地域福祉権利擁護事業の上半期実施状況について 

(ｲ) 令和７年度現地調査の実施状況について                    

R8.3.19 

16:00～ 

18:00 

オンライン (ｱ) 東京都における権利擁護関連事業の取組み状況について 

(ｲ) 利用援助事業合議体の事業の実施状況等について 

(ｳ) 令和８年度事業計画について      

 

 

３ 地域福祉権利擁護事業に係る苦情等への対応 

 

   ・苦情の申出に対する助言・調整 ７件 

 ・その他、利用者等からの制度への疑義に対する説明 など 



４ 実施機関に対する現地調査等の実施状況 

ア 実施機関に対する現地調査 ９か所

期 日 実 施 地 区 

R7.8.13 小平市社会福祉協議会 

R7.8.29 練馬区社会福祉協議会 

R7.9.12 あきる野市社会福祉協議会 

R7.9.30 中野区社会福祉協議会 

R7.10.8 江東区社会福祉協議会 

R7.10.31 目黒区社会福祉協議会 

R7.11.7 小笠原村社会福祉協議会 

R7.11.19 瑞穂町社会福祉協議会 

R7.12.3 港区社会福祉協議会 

※ 各機関の調査には東社協地域福祉部(地域福祉権利擁護事業事務局)が同席。 

イ 東社協地域福祉権利擁護事業事務局に対する状況調査

期 日 会 場 

R8.2.16 東社協会議室 

※ 上記９機関の現地調査を実施して明らかになった課題を東社協事務局に提起

し、検討を依頼した。



Ⅲ 苦情解決合議体  



一年をふりかえって 

苦情解決合議体 委員長 

令和７年度、当委員会では、福祉サービス利用者等からの 810件の相談や苦情に対応しま

した。寄せられた相談や苦情のうち、41件の苦情案件について苦情解決合議体において審議

し、事業者に対する調査や改善申入れなどの具体的な調整を行いました。例年と相談傾向は

変わらず、福祉サービス利用者本人からの相談が多くを占めるものの、令和５年度から２年

連続でその割合が低下しており、代わりに、利用者家族や障害分野における計画相談の相談

支援専門員などの福祉関係者からの相談が増加しています。 

令和７年度に当委員会が具体的に調整をして解決を図った苦情案件等から、特徴的と思わ

れた点をいくつか紹介します。 

第１に、委員会での対応だけでは解決が難しい案件が多く見られる点です。委員会では申

出人の気持ちに寄り添い、事実関係を整理しながら主訴を確認していきます。しかし、申出

人の思いや物事の捉え方が周囲には受け止められていなかったり、困りごとの状況から個別

具体的な生活上の支援が必要と考えられる案件や、すでに事業者だけでなく身近な区市町村

の行政所管部署や苦情対応機関など他機関に相談したが納得できないという案件など、委員

会の対応できる範囲や役割の中だけでは、対応が難しい案件が増えています。 

第２に、利用者との契約内容やサービス提供上のルール等について、事業者の理解や説明

が不十分であったり、重視していないことが苦情につながったと考えられる案件がありまし

た。事業者には法令や運営基準等を常に意識した運営が求められます。人材不足により多忙

を極める中でも、コンプライアンスを遵守し、人材育成に務めながら、利用者に不利益が及

ばない形で事業を運営していく必要があります。 

第３に、利用者や家族から寄せられた相談や意見について、事業所による当初の対応が不

十分または不適切だったことで、徐々に大きな苦情となったと考えられる案件がありました。

いわゆるカスタマーハラスメントと言われるような過剰な要求に対しては、毅然とした対応

をとることが必要となりますが、まずは不安や不信を抱く利用者に対し事業者が誠実に向き

合うことで、サービスの改善や信頼関係の構築につながります。難しい判断が求められる場

合もありますが、事業者には、福祉サービスの提供者として、丁寧なコミュニケーションの

もと、障害特性や本人、家族の思いを十分に理解し支援する姿勢や、高い水準でサービス提

供することへの責任が問われています。 

以上のように、多様な苦情案件をひとつひとつ適切に解決するためには、当委員会のよう

な広域の機関だけでは限界があります。地域にこだわらず、居住地域外のサービスを利用す

る方はますます増えており、相談先が見つけにくいことも問題解決を難しくしている面があ

ります。今後も都行政や区市町村苦情対応機関をはじめ、地域のさまざまな機関や関係者と

連携し、福祉サービスにおける権利擁護の体制づくりに寄与していきたいと考えます。 



１ 苦情解決合議体の開催状況等 

ア 合議体の開催（７回）

期 日 会場 主な内容 

R7.5.14 

16：00～ 

18：00 

オンライン会議
(ｱ) 苦情申出ケースの報告ならびに検討（9ケース）

(ｲ) 巡回訪問の実施予定について

R7.7.8 

16：00～ 

18：00 

オンライン会議
(ｱ) 苦情申出ケースの報告ならびに検討（7ケース）

(ｲ) 巡回訪問の実施予定について

R7.8.4 

16：00～ 

18：00 

オンライン会議
(ｱ) 苦情申出ケースの報告ならびに検討（8ケース）

(ｲ) 巡回訪問の実施予定について

R7.10.7 

16：00～ 

18：00 

オンライン会議
(ｱ) 苦情申出ケースの報告ならびに検討（7ケース）

(ｲ) 巡回訪問の実施予定について

R7.11.28 

16：00～ 

18：00 

オンライン会議
(ｱ) 苦情申出ケースの報告ならびに検討（5ケース）

(ｲ) 巡回訪問の実施予定について

R8.1.23 

16：00～ 

18：00 

オンライン会議
(ｱ) 苦情申出ケースの報告ならびに検討（6ケース）

(ｲ) 巡回訪問の実施予定について

R8.3.9 

16：00～ 

18：00 

オンライン会議
(ｱ) 苦情申出ケースの報告ならびに検討（11ケース）

(ｲ) 巡回訪問について



イ 苦情解決に向けた調査、助言、改善申入れ、あっせん等

内 容 件 数 

苦情相談 

苦情申出 

前年度から継続対応  ａ ５ 

７年度に新規受付  ｂ ４１ 

合計件数 ａ＋ｂ ４６ 

事情調査（回数） ３６ 

事実確認（回数） １７２ 

終結件数 ｃ ３６ 

（内訳） 

知事への通知 （  ０  ） 

改善の申入れ （ ６ ） 

あっせん （  ０  ） 

その他で終結 （ ３０  ） 

次年度継続件数 ａ＋ｂ－ｃ １０ 

相  談 申出以外の相談   ６８４ 

区市町村に対する支援 （集団指導を除く） ２５ 

事業者に対する支援 （集団指導を除く） ５３ 

その他 ７ 

ウ 巡回訪問の実施

１か所:特定相談支援事業所

＊事業所における苦情解決体制等について実態を把握し、助言した。 

エ 東京都関係部署等との連携

＊ 必要に応じて随時情報交換等を行った。 



２ 福祉サービス苦情相談の実施状況 

東京都では、「東京都福祉サービス総合支援事業」において、区市町村単位での苦情対応事業

を地域福祉権利擁護事業と併せて実施を求めている。そのため、苦情対応のしくみが、〔事業者〕

－〔各地区の苦情対応機関〕－〔運営適正化委員会〕の三段階になっており、福祉サービス運営

適正化委員会では利用者等からの苦情に直接対応するだけでなく、区市町村における苦情対応へ

の助言等も行っている。 

令和７年度は、苦情や相談で 725件、区市町村支援・事業者支援の問い合わせ・その他で 85件、

合計 810件の相談を受け付けた。[表１]  

[表１] 令和７年度 苦情に関する相談件数  （単位：件） 

受付方法 
合計 

来所 書面・メール・電話等 

苦情・相談 
区市町村・ 

事業者支援等 
苦情・相談 

区市町村・ 

事業者支援等 
苦情・相談 

区市町村・ 

事業者支援等 
計 

上 

半 

期 

4月 0 0 48 8 48 8 56 

5月 0 0 49 9 49 9 58 

6月 0 0 54 4 54 4 58 

7月 2 0 59 13 61 13 74 

8月 1 0 65 7 66 7 73 

9月 0 0 41 5 41 5 46 

下 

半 

期 

10月 0 0 55 8 55 8 63 

11月 0 0 58 3 58 3 61 

12月 0 0 57 2 57 2 59 

1月 0 0 58 5 58 5 63 

2月 1 0 81 5 82 5 87 

3月 0 0 96 16 96 16 112 

全 体 4 0 721 85 725 85 810 

苦情は 41 件（苦情解決合議体への新規申出 24 件、報告・助言等 10 件、利用援助事業合議体 7

件）、前年度からの継続対応が 5 件あった。これらに対して、事情調査(委員によるもの)を 36 回、

事実確認(事務局によるもの)を 172回実施した。[表２] 



[表２]苦情申出･相談件数実績の推移 （件） 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

① 苦情受付件数 29 34 21 22 28 42 42 38 34 47 41 
利用援助事業合議
体件数(内数) 
(地域福祉権利擁
護事業関連) 

12 7 8 7 7 7 8 6 6 4 7 

事情調査等回数 71 58 77 57 41 109 458 188 197 214 208 

主な 

対応 

状況 

都への通知 － － － － － － － － － － － 

改善申入れ 18 12 6 6 4 2 17 11 11 8 6 

あっせん － － － － － － － － － － － 

② 相談 790  1,017 871 968 1,106 1,241 1,161 869 915 770 684 
利用援助事業合議
体件数(内数)  
(地域福祉権利擁
護事業関連) 

76 54 42 25 25 13 73 28 28 15 23 

小計（①＋②） 819 1,051 892 990 1,134 1,283 1,203 949 949 817  725 

③ 区市町村支援 29 24 22 36 25 43 62 35 46 40  25 

④ 事業者支援 77 62 74 91 79 63 61 104 60 52 53 

⑤ その他 29 8 9 6 8 2 － 10 3 7 7 

小計（③＋④＋⑤） 135 94 105 133  112 108 123 149 109 99 85 

総計 954 1,145 997 1,123 1,246 1,391 1,326 1,056 1,058 916 810 

＊「事情調査等回数」には、地域福祉権利擁護事業の現地調査等を含む。 

委員会で対応した「苦情」41 件と事務局対応で終了した「相談」等の 684 件の計 725 件をサービ

ス分野別に見ると、障害者総合支援法の相談が 345 件と最も多く、全体の 47.6％を占めた。相談者

の属性については、利用者（本人）が 418件と最も多く、全体の 57.6％を占めた。 [表３] 

[表３]苦情等の内訳（サービス分野×申出人の属性）   (上段／単位：件) 

(下段／構成比％) 

全体 利用者 家 族 代理人 職 員 その他 

全 体 
725 418 203 10 55 39 

100% 57.6% 28.0% 1.4% 7.6% 5.4% 

高齢者福祉 
26 

8 10 0 2 6 
3.6% 

介護保険 
62 

18 37 1 2 4 
8.5% 

障害者福祉 
17 

15 2 0 0 0 
2.3% 

障害者総合支援法 
345 

241 53 7 29 15 
47.6% 

児童福祉 
115 

10 83 1 15 6 
15.9% 

生活保護 
44 

41 3 0 0 0 
6.1% 

その他の福祉 
116 

85 15 1 7 8 
16.0% 



３ 区市町村福祉サービス等苦情対応機関や福祉サービス事業者等への支援等 

① 区市町村福祉サービス等苦情対応機関への支援

ア 区市町村福祉サービス等苦情対応機関への支援

区市町村で対応困難なケースの対応や対応方法の助言等を行った。

イ 区市町村福祉サービス等苦情対応機関基礎研修の開催

区市町村苦情対応機関職員向けに、苦情対応の基本を学ぶ研修会を実施した。

期 日 会 場 内 容 参加者 

R7.6.3 

飯田橋セント

ラルプラザ

12階会議室 

『福祉サービスにおける苦情対応機関の役割』 30名 

ウ 区市町村福祉サービス等苦情対応機関専門研修の開催

区市町村苦情対応機関職員の苦情相談への対応力向上に資する研修会を実施した。

期 日 会 場 内 容 参加者 

R7.9.2 

飯田橋セント

ラルプラザ 12

階会議室 

『過剰な要求への相談対応について』 34名 

R8.2.2 

飯田橋セント

ラルプラザ

12階会議室 

『福祉サービスの質の向上に向けた苦情対

応のあり方』 
21名 

② 事業所等への支援

ア 事業者における苦情解決のしくみづくりの支援

イ 「東京都における苦情対応のしくみ」の情報提供

ウ 事業者向け研修の実施(東京都福祉人材センター研修室との協働)

・録画配信（R7.11.5～12.24）受講者 108名

「事業経営の視点から苦情解決のあり方を考える」

エ 区市町村等が行う事業者研修への協力（講師派遣）

・北区社会福祉協議会 福祉施設等苦情対応研修（R7.9.16）

③ その他

ア 東京都国民健康保険団体連合会（国保連）等の関係機関との連携

当委員会が主催する研修に国保連職員が参加。国保連主催の研修に当委員会事務局職員が参

加した。



イ 全国会議等への参加

期 日 名称 会場 

R7.5.29 
東京都利用者支援区市町村連絡会 オンライン会議

R8.3.5 

R7.7.7 令和７年度運営適正化委員会事業研究協議会 
全国社会福祉協議会

（全社協）会議室 

R7.10.24 
令和７年度関東甲信越静ブロック運営適正化委

員会委員長等連絡会及び相談員連絡会 

千葉県社会福祉セン

ター会議室

ウ 東京都障害者差別解消支援地域協議会への委員参加

エ 全社協 「福祉サービスの質の向上推進委員会 苦情相談体制・研修部会」への委員派遣

オ 厚生労働省 運営適正化委員会による運営監視業務に関する調査研究事業 「運営適正化委

員会における運営監視事業検討会」への委員派遣

４ 都民、関係機関、事業者に対する広報・情報提供 

① 福祉サービス運営適正化委員会事業報告の作成及び関係機関への配付

令和６年度福祉サービス運営適正化委員会事業報告を作成し、関係機関へ配付した。

② 苦情対応に関する情報提供

苦情対応機関の役割と区市町村苦情対応機関の情報を本会ホームページやポスター等により

都民・関係機関等に提供した。 

③ 区市町村苦情対応機関一覧の作成・配布

都内の区市町村苦情対応機関の連絡先や対象分野等の情報を収集し、一覧表にまとめて関係機

関に配付した。 

④ 福祉サービス事業所等における適正な苦情解決のしくみのための広報

事業所掲示用ポスターを作成し、障害および児童福祉関係施設・事業所等に配付した。また、

運営適正化委員会案内リーフレットを改訂し、25,000 部作成。障害関係施設・事業所のうち一

部のサービス種別の施設・事業所に一斉に配付するほか、希望に応じて配付した。 
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